



























































































responsible investment）や ESG（Environment, Social, Governance）投資、ディーセント・ワーク（働
きがいのある人間らしい仕事）の取り組み等のように、製造工程や就労実態等の情報開示も消費
者の商品等の選択にとって重要な要素になってくる。

































（ 8 ）　政府も AI 等の技術革新等によって就労や雇用形態のさらなる変化を予測する。厚生労働省「働
き方の未来 2035：一人ひとりが輝くために」懇談会「働き方の未来 2035～一人ひとりが輝くた

































































































111巻 7 ・ 8 号59頁以下。なお、労働基準法研究会第一部会「労働基準法の『労働者』の判断基
準について」（労働省労働基準局編『労働基準法の問題点と対策の方向』（日本労働協会、1986年）
参照。藤沢労基署長（大工負傷）事件・最一小判平成19年 6 月28日労判940号11頁も参照。


































































（30）　荒木尚志「労働法の現代的体系」『講座労働法の再生第 1 巻』（日本評論社、2017年） 7 頁以下。
（31）　大村敦志「契約と消費者保護」星野英一編『民法講座別巻』（有斐閣、1990年）73頁以下。






























































あろう（労契法 3 条 3 項参照）。
























































































































を認めた判例がある（わいわいランド（解雇）事件・大阪高判平成13年 3 月 6 日労判818号73頁）。
労働契約締結過程における契約内容の理解の相違が争点となった事例としては、ユナイテッド航
空事件・東京地判平成12年 4 月28日労判788号39頁を参照。


























































済学者の消費者行動の研究も参考にする必要があろう。See, Thaler, Richard H., and Cass Sunstein, 




























































じている。東京地判平成 6 年 3 月 7 日判例集未登載を参照。
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